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○藤枝市公印、電子公印及び電子署名カードに関する規則 

 制  定 平成２０年７月３１日 規則第３０号 

最近改正 令和８年 ９月３０日 規則第３６号 

藤枝市公印に関する規則（昭和４２年藤枝市規則第１３号）の全部を次のように

改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、藤枝市における公印、電子公印及び電子署名カードの管守、

使用その他管理に関し、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 公印 公文書を作成するために使用する庁印及び職印をいう。 

(２) 電子公印 電子計算機に記録した公印の印影をいう。 

(３) 電子署名 電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２

号）第２条第１項に規定する電子署名をいう。 

(４) 電子文書 電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）のうち、書式情報（文書の体

裁に関する情報をいう。）を再生することにより、人の知覚により文書として

認識できる記録をいう。 

(５) 電子署名カード 電子署名を付与する際に用いる電子証明書の電磁的記録

が格納された記録媒体をいう。 

(６) 電子証明書 電子署名が、当該職又は組織に係るものであることを証明す

るために作成される電磁的記録をいう。 

（取扱いの原則） 

第３条 公印、電子公印及び電子署名カードの管守及び使用等は、厳正かつ確実に

行わなければならない。 

（管守者） 

第４条 公印、電子公印又は電子署名カードの管守及び取扱責任者として、それぞ

れの公印、電子公印及び電子署名カードに管守者を置く。 

（公印の名称、管守者等） 

第５条 公印の名称、寸法、用途、個数及び管守者は、別表第１のとおりとする。 



2/21 

（公印台帳） 

第６条 総務部総務課長（以下「総務課長」という。）は、公印台帳（第１号様式）

を作成し、公印の名称、印影、寸法、用途及び管守者名その他必要な事項を登録

しておかなければならない。 

（公印の調製等） 

第７条 公印の調製、改刻又は廃止は、各主管課かい長（室長を含む。）において

行うものとする。 

２ 公印の調製、改刻又は廃止をしようとするときは、総務課長に合議して市長の

決裁を受けなければならない。 

３ 公印の調製、改刻又は廃止をしたときは、公印届（第２号様式）を総務課長に

提出しなければならない。 

（公印の引継ぎ） 

第８条 不用となった公印は、直ちに総務課長に引き継がなければならない。 

２ 総務課長は、引き継がれた公印を裁断又は焼却等の方法により処分しなければ

ならない。 

（公印の使用） 

第９条 公印を使用する者は、押印する文書に決裁済みの原議書を添えて管守者に

示し、その審査を受けなければならない。 

２ 公印は、管守者の承認を受けた場合のほか、保管場所以外に持ち出し使用して

はならない。 

（印影の刷り込み及び事前押印） 

第１０条 特定の公文書を多数印刷する場合は、公印の印影をその公文書に刷り込

み、公印の押印に代えることができる。 

２ 不正使用のおそれがある文書に印影を刷り込む場合は、次の各号に掲げるいず

れかの措置を講じるよう努めなければならない。 

(１) 印影の刷り込みをする文書の用紙への偽造及び不正使用を防止するための

措置 

(２) 前号に掲げる措置を講じない場合において、当該文書の不正使用を防止す

るための前号の措置以外の措置 

３ 特に必要があるときは、管守者に許可申請書（第３号様式）を提出し、許可を

得て、事前に公印を押印することができる。この場合において、管守者が総務課

長でない公印については、総務課長と協議の上、許可しなければならない。 
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４ 前３項の規定により印影を刷り込み、又は事前に押印した文書は、厳重に保管

しなければならない。 

第１０条の２ 前条第１項の場合において、作成する文書の大きさその他の理由に

より別表第１に定める寸法によることができないときは、管守者の許可を得て、

当該印影を拡大し、又は縮小することができる。 

（電子公印） 

第１１条 特に必要があると認めたときは、電子公印を出力することによって、公

印の押印に代えることができる。 

２ 電子公印の名称、寸法、用途及び管守者は、別表第２に定めるところによる。 

３ 電子公印の管守者は、電子公印の使用に当たっては、企画創生部情報デジタル

推進課長と協議の上、電子公印の不当な使用、破壊等を防止するための電子計算

機の措置を講じなければならない。 

４ 電子公印の管守者は、電子公印を使用して作成する文書の用紙に偽造及び不正

使用を防止するための措置を講じるとともに、当該措置を講じた用紙を適正に管

理しなければならない。 

５ 第７条第１項及び第２項の規定は、電子公印について準用する。この場合にお

いて、同条中「改刻」とあるのは「更新」と読み替えるものとする。 

６ 電子公印の管守者は、電子公印を廃止したときには、速やかに電子計算機に記

録した当該公印の印影を消去しなければならない。 

（電子署名カードの名称、管守者等） 

第１２条 電子署名カードの名称、用途、枚数及び管守者は別表第３のとおりとす

る。 

（電子署名カード管理台帳） 

第１３条 総務課長は、電子署名カード管理台帳（第４号様式）を備え、全ての電

子署名カード及びそれに格納されている電子証明書の調製、更新又は廃止につい

て必要事項を記載しなければならない。 

（電子署名カードの調製等） 

第１４条 第７条第１項及び第２項の規定は、電子署名カードについて準用する。

この場合において、同条中「改刻」とあるのは「更新」と読み替えるものとする。 

２ 電子署名カードを調製し、又は更新した場合にあっては電子署名カード管理台

帳に登載すべき事項を、電子署名カードを廃止した場合にあっては廃止した期日

を総務課長に届け出なければならない。 
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３ 総務課長は、電子署名カードの調製、更新又は廃止について、必要な支援を行

わなければならない。 

（電子署名の付与） 

第１５条 電子署名を付与しようとするときは、付与しようとする電子文書に決裁

済の原議書を添えて、電子署名カードの管守者に提出し、審査を受けなければな

らない。 

（立会人型電子契約サービスによる電子署名の付与） 

第１５条の２ 前条の規定にかかわらず、立会人型電子契約サービス（藤枝市及び

契約の相手方の指示に基づき、電磁的記録に立会人型電子契約サービス提供事業

者が自身の署名鍵による電子署名を付与するサービスをいう｡)を用いて電子署名

を行う場合は、当該立会人型電子契約サービス提供事業者が付与する電子署名に

よることができる。 

２ 所属長は、立会人型電子契約サービスにより電子署名を行うときは、立会人型

電子契約サービス上に送信された電子文書と決裁済みの原議書とが相違ないこと

を確認し、立会人型電子契約サービス提供事業者に電子署名の付与を指示するも

のとする。 

（電子署名カードの管理等） 

第１６条 電子署名カードの管守者は、電子署名カードを適正に使用し、破損、紛

失、盗難等事故のないよう厳重に保管及び管理し、並びにPIN番号（電子署名を付

与する際に必要な符号をいう。）を適切に管理しなければならない。 

２ 次条の規定は、電子署名カードが次の各号のいずれかに該当するときについて

準用する。 

(１) PIN番号の忘失により電子署名カードが使用できなくなったとき。 

(２) 電子署名カードが破損したことにより使用できなくなったとき。 

(３) 電子署名カードについて盗難、紛失その他の事故があったとき。 

(４) 前各号に掲げるほか、電子署名カードが不正に使用され、又は不正に使用

される可能性がある状態になったとき。 

（立会人型電子契約サービスのアカウントの管理） 

第１６条の２ 所属長は、立会人型電子契約サービスに接続するアカウントを管

理し、当該アカウントのパスワードが第１５条の２第２項の確認及び指示を行

う者以外の者に知られることのないようにしなければならない。 

（事故の届出） 
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第１７条 管守者は、公印、電子公印及び印影の刷り込み又は事前押印をした文書

（以下「公印等」という。）について紛失、盗難等の事故があったときは、公印

等事故届（第５号様式）を、総務課長を経由して市長に提出しなければならない。 

（印影の確認） 

第１８条 総務課長は、定期的に市長印（一般公印に限る。）の印影を公印台帳と

照合し、印影が同一であることを確認しなければならない。 

２ 前項の照合の結果、印影が同一でないと認めるきは、当該公印を新調し、又は

改刻しなければならない。 

（公印等管守状況等の調査） 

第１９条 総務課長は、公印等の管守、使用状況等について随時調査することがで

きる。 

（雑則） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２０年９月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１２月２５日規則第５４号） 

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月１日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表の規定は、平成２１年４月１日

から適用する。 

附 則（平成２１年８月１３日規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年１２月９日規則第４６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行までに改正前の第４号様式により作成された電子署名管理台帳

は、改正後の第４号様式により作成された電子書名カード管理台帳とみなす。 

附 則（平成２３年１２月２１日規則第３５号） 

この規則は、平成２４年１月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２６日規則第１６号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 



6/21 

附 則（平成２４年３月２９日規則第２３号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１１月９日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第２号） 

この規則は、平成２５年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第１８号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２６日規則第１１号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年８月２５日規則第４５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月２４日規則第６１号） 

この規則は、平成２７年３月１日から施行する。 

附 則（平成２７年８月２１日規則第３９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年９月２５日規則第４１号） 

この規則は、平成２７年１０月５日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日規則第５号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日規則第９号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１２月２２日規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日規則第６号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月２日規則第４号） 

この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日規則第１１号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年７月２２日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（令和２年１１月９日規則第４２号） 

この規則は、令和３年２月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日規則第１９号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２８日規則第６４号） 

この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３０日規則第２３号） 

この規則中第１条の規定は令和４年３月３０日から、第２条の規定は同年４月１

日から施行する。 

附 則（令和５年３月２９日規則第３０号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１２月２日規則第３６号） 

この規則は、令和６年１２月２日から施行する。 

附 則（令和７年３月２４日規則第１２号） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年５月８日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和８年９月３０日規則第３６号） 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

別表第１（第５条関係） 

一般公印 

名称 寸法 用途 個数 管守者 

市印 方 36mm 市名をもってす

る文書 

1 総務課長 

市役所印 方 24mm 市役所名をもっ

てする文書 

1 総務課長 

縦 36mm 

横 14mm 

一般文書契印用 1 総務課長 

市長印 方 24mm 市長名をもって

する文書 

1 総務課長 
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副印 1 総務課長 

市長名をもって

する公債証書等

に関する文書 

1 総務課長 

市長職務代理者

印 

方 21mm 市長職務代理者

名をもってする

文書 

1 総務課長 

副市長印 方 24mm 副市長名をもっ

てする文書 

1 総務課長 

会計管理者印 方 24mm 会計管理者名を

もってする文書 

1 出納室長 

会計管理者職務

代理者印 

方 18mm 会計管理者職務

代理者名をもっ

てする文書 

1 出納室長 

部（局）長印 方 21mm 部（局）長名を

もってする文書 

4 部（局）長 

課（室、所）長

印 

方 18mm 課（室、所）長

名をもってする

文書 

12 課（室、所）長 

福祉事務所印 方 21mm 福祉事務所名を

もってする文書 

1 福祉事務所長 

縦 36mm 

横 14mm 

福祉事務所関係

文書契印用 

1 福祉事務所長 

福祉事務所長印 方 18mm 福祉事務所長名

をもってする文

書 

1 福祉事務所長 

建築主事印 方 18mm 建築主事名をも

ってする文書 

1 建築主事 

岡部支所長印 方 21mm 岡部支所長名を

もってする文書 

1 岡部支所長 

専用公印 
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名称 寸法 用途 個数 管守者 

市印 方 7mm 国民健康保険資

格確認書 

1 国保年金課長 

方 15mm 国民健康保険者

名をもってする

文書（国民健康

保険資格確認書

を除く。） 

1 国保年金課長 

介護保険者名を

もってする文書 

1 介護福祉課長 

自立支援給付受

給者証明 

1 障害福祉課長 

障害児通所給付

受給者証明 

1 こども発達支援

課長 

市役所印 縦 30mm 

横 12mm 

税務関係諸証明

契印用 

2 納税課長 

課税課長 

縦 36mm 

横 14mm 

市民課における

証明契印用 

1 市民課長 

岡部支所におけ

る証明契印用 

1 岡部支所長 

市民課青島窓口

係における証明

契印用 

1 市民課長 

市長印 方 13mm 納入（税）通知

書、督促状、ひ

とり親家庭等医

療費助成の受給

者証、催告状、

こども医療費受

給者証用、がん

検診無料クーポ

1 出納室長 
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ン券用及び重度

障害者（児）医

療費助成金受給

者証 

方 18mm 税務関係諸証明

用 

2 納税課長 

課税課長 

方 21mm 市民課における

証明及び許可用 

1 市民課長 

岡部支所におけ

る証明及び許可

用 

1 岡部支所長 

市民課青島窓口

係における証明

用 

1 市民課長 

各地区交流セン

ターにおける証

明用 

10 各地区交流セン

ター長 

建設工事に係る

入札執行、請負

契約、設計・調

査委託契約用 

1 契約検査課長 

方 30mm 賞状等用 1 総務課長 

縦 5mm 

横 8mm 

市民課（青島窓

口係含む。）及

び岡部支所にお

ける個人番号カ

ード、住民基本

台帳カード、在

留カード並びに

特別永住者証明

書券面記載事項

3 市民課長 



11/21 

変更用 

市長職務代理者

印 

方 18mm 税務関係諸証明

用 

2 納税課長 

課税課長 

方 21mm 市民課における

証明及び許可用 

1 市民課長 

岡部支所におけ

る証明及び許可

用 

1 岡部支所長 

市民課青島窓口

係における証明

用 

1 市民課長 

各地区交流セン

ターにおける証

明用 

10 各地区交流セン

ター長 

建設工事に係る

入札執行、請負

契約、設計・調

査委託契約用 

1 契約検査課長 

会計管理者印 方 18mm 小切手用 1 出納室長 

別表第２（第１１条関係） 

名称 寸法 用途 管守者 

市印 方 15mm 介護保険者名をもってする文

書用 

介護福祉課長 

市長印 方 21mm 戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

市民課長 

税務関係諸証明及び税額通知

用 

納税課長 

課税課長 

被災者支援に関する諸証明用 課税課長 

ふるさと応援寄附金に関する

受領証明用 

課税課長 
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戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

各地区交流センター

長 

国民健康保険の資格及び給付

に関する文書並びに国民健康

保険税に関する文書並びに後

期高齢者医療保険料に関する

通知用並びに国民年金に係る

所得に関する確認書用 

国保年金課長 

戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

岡部支所長 

方 24mm 障害福祉サービスに関する依

頼又は通知用、更生医療に関す

る通知用、育成医療に関する通

知用、補装具費支給に関する通

知用、重度障害者（児）医療費

助成に関する通知用及び重度

障害児・者日常生活用具給付に

関する通知用 

障害福祉課長 

要介護認定、給付に関する決定

通知書用及び保険料に関する

通知用 

介護福祉課長 

教育・保育給付認定に関する証

明及び通知、施設等利用給付認

定に関する証明及び通知並び

に利用料に関する通知用 

こども課長 

児童手当等に関する諸証明、児

童扶養手当等に関する諸証明

及びひとり親家庭等医療費助

成に関する諸証明用 

こども・若者支援課長 
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妊産婦支援及びがん検診に関

する通知用 

健康推進課長 

予防接種依頼書及び予防接種

の助成に関する通知用 

感染症対策課長 

国民健康保険の資格及び給付

に関する文書並びに国民健康

保険税に関する文書並びに後

期高齢者医療保険料に関する

通知用並びに国民年金に係る

所得に関する確認書用 

国保年金課長 

縦 5mm 

横 8mm 

市民課（青島窓口係含む。）及

び岡部支所における個人番号

カード、住民基本台帳カード、

在留カード並びに特別永住者

証明書券面記載事項変更用 

市民課長 

市長職務代理

者印 

方 21mm 戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

市民課長 

税務関係諸証明及び税額通知

用 

納税課長 

課税課長 

被災者支援に関する諸証明用 課税課長 

ふるさと応援寄附金に関する

受領証明用 

課税課長 

戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

各地区交流センター

長 

障害福祉サービスに関する依

頼又は通知用、更生医療に関す

る通知用、育成医療に関する通

知用、補装具費支給に関する通

知用、重度障害者（児）医療費

障害福祉課 
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助成に関する通知用及び重度

障害児・者日常生活用具給付に

関する通知用 

要介護認定、給付に関する決定

通知書用及び保険料に関する

通知用 

介護福祉課長 

教育・保育給付認定に関する証

明及び通知、施設等利用給付認

定に関する証明及び通知並び

に利用料に関する通知用 

こども課長 

児童手当等に関する諸証明、児

童扶養手当に関する諸証明及

びひとり親家庭等医療費助成

に関する諸証明用 

こども・若者支援課長 

妊産婦支援及びがん検診に関

する通知用 

健康推進課長 

予防接種依頼書及び予防接種

の助成に関する通知用 

感染症対策課長 

国民健康保険の資格及び給付

に関する文書並びに国民健康

保険税に関する文書並びに後

期高齢者医療保険料に関する

通知用並びに国民年金に係る

所得に関する確認書用 

国保年金課長 

戸籍、住民票及び印鑑登録に関

する証明用並びに税務関係諸

証明用 

岡部支所長 

福祉事務所長

印 

方 18mm 特別障害者手当に関する通知

用及び障害児福祉手当に関す

る通知用並びに生活保護に関

する諸証明用及び通知用 

障害福祉課長 



15/21 

施設等利用調整結果に関する

通知用 

こども課長 

別表第３（第１２条関係） 

一般電子署名カード 

名称 用途 枚数 管守者 

市長電子署名カード 市長名をもってする文書 2 総務課長 

市長職務代理者電子

署名カード 

市長職務代理者名をもってする

文書 

2 総務課長 

専用電子署名カード 

名称 用途 枚数 管守者 

市長電子署名カード 建設工事及び設計・調査委託業務

に係る入札執行並びに建設工事

及び設計・調査委託業務に係る請

負契約の締結用 

2 契約検査課長 
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第１号様式（第６条関係） 

第２号様式（第７条関係） 

第３号様式（第１０条、第１０条の２関係） 

第４号様式（第１３条関係） 

第５号様式（第１７条関係） 

 


